
国の動向

成年後見制度を取り巻く現状

成年後見制度に関する課題
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1 国の動向

⑴　成年後見制度の利用の促進に関する法律

⑵　成年後見制度利用促進基本計画

　国は、2016年（平成28年）５月、身上保護を要する人や財産管理等に支障があ

る人を支援するための重要な手段である成年後見制度が十分に利用されていない

ことに鑑み、制度利用の促進についての基本理念や国・地方公共団体の責務など

を定めた促進法を施行しました。 

　促進法では、市町村の区域において、成年後見制度の利用の促進に関する施策に

ついての基本的な計画を定めるよう努めることと規定されたほか、制度の利用促進

に関する基本的な事項を調査審議するための審議会その他の合議制の機関を置く

よう努めることと規定されました。 

　国は、2017年（平成29年）３月、促進法第12条第１項に基づき、成年後見制度の

利用の促進に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、国基本計画を閣

議決定しました。

　国基本計画では、成年後見人等が本人の財産管理のみを重視するのではなく、本

人の意思を丁寧にくみ取りながら権利を擁護していく意思決定支援・身上保護も重

視し、利用者がメリットを実感できる制度・運用へ改善を進めるものとしています。 

　また、全国どの地域においても必要な人が成年後見制度を利用できるよう、各地

成年後見制度の理念
①　ノーマライゼーション 

　成年被後見人等が、成年被後見人等でない人と等しく、基本的人権を享有す

る個人としてその尊厳が重んじられ、その尊厳にふさわしい生活を保障される

べきこと。 

②　自己決定権の尊重 

　成年被後見人等の意思決定の支援が適切に行われるとともに、成年被後見

人等の自発的意思が尊重されるべきこと。 

③　身上の保護の重視 

　成年被後見人等の財産の管理のみならず、成年被後見人の心身や生活の状

況に配慮して健康や療養等に関する法律行為を行うこと。 
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域における相談窓口を整備するとともに、権利擁護支援の必要な人を発見し、適切

な支援につなげる地域連携の仕組み（以下「地域連携ネットワーク」という。）を構築

することを市町村の役割としました。 

　市町村では、権利擁護支援の地域連携ネットワークの構築に向けて積極的な役

割を果たすとともに、当該ネットワークの役割に資する機能の段階的・計画的な整

備に向け、市町村計画を定めるよう努めるものとされました。  

国基本計画が規定する地域連携ネットワークの３つの役割
①　権利擁護支援の必要な人の発見・支援 

　地域において、権利擁護に関する支援の必要な人（財産管理や必要なサービ

スの利用手続を自ら行うことが困難な状態であるにも関わらず、必要な支援を

受けられていない人、虐待を受けている人など）の発見に努め、速やかに必要な

支援に結び付ける。 

②　早期の段階からの相談・対応体制の整備 

　早期の段階から、任意後見や保佐・補助類型といった選択肢を含め、成年後

見制度の利用について住民が身近な地域で相談できるよう、窓口等の体制を

整備する。 

③　意思決定支援・身上保護を重視した成年後見制度の運用に資する支援体制の構築

　成年後見制度を、本人らしい生活を守るための制度として利用できるよう、

本人の意思、心身の状態及び生活の状況等を踏まえた運用を可能とする地域

の支援体制を構築する。 
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・全国の成年後見制度利用者数の推移

〈資料〉最高裁判所「成年後見関係事件の概況」（各年12月末日時点） 

⑴　全国における成年後見制度の利用状況
　全国の成年後見制度利用者数は、各類型のいずれにおいても年々増加しており、

2015年（平成27年）12月末日時点から2019年（令和元年）12月末日時点の４年

間で約17.3%増加しています。

　今後、認知症高齢者等の増加が見込まれ、当該制度の需要は一層高まるものと考

えられていますが、各類型の利用割合を比較すると、2019年（令和元年）12月末

日時点では後見の利用が全体の約８割を占め、他の類型と大きな差が生じています。

2 成年後見制度を取り巻く現状

任意後見補助保佐後見

※　グラフ中のカッコ内は総数に対する各類型の割合を示す
※　2019 年中の任意後見契約締結件数は 14,102 件である

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

2019 年2018 年2017 年2016 年2015 年

152,681
（79.8%）

27,655
（14.5%）

2,245
（1.2%）

8,754
（4.6%）

161,307
（79.3%）

30,549
（15.0%）

2,461
（1.2%）

9,234
（4.5%）

165,211
（78.6%）

32,970
（15.7%）

2,516
（1.2%）

9,593
（4.6%）

169,583
（77.7%）

35,884
（16.5%）

2,611
（1.2%）

10,064
（4.6%）

171,858
（76.6%）

38,949
（17.4%）

2,652
（1.2%）

10,983
（4.9%）

（人）
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・全国の成年後見等申立件数

〈資料〉最高裁判所「成年後見関係事件の概況」

　また、2019年（令和元年）の全国における申立件数の各類型の割合を比較する

と、成年後見制度の利用状況と同様に、後見開始の申立の割合が全体の約７割を占

め、他の申立開始に係る類型と大きな差が生じています。

任意後見
748 件
（2.1%）

補助
1,990 件
（5.5%）

保佐
6,745 件
（18.8%）

後見
26,476 件
（73.6%）

※　2019 年 1月から 12 月までに申立てのあった件数
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・札幌市の成年後見制度利用者数

・札幌市の成年後見等申立件数

⑵　札幌市の成年後見制度の利用状況
　札幌市の成年後見制度の利用者数は、2020年（令和2年）４月１日時点で2,723

人であり、全国的な各類型の利用割合と同様、保佐、補助及び任意後見が低い状況

にあります。

　また、2019年（令和元年）の札幌市における成年後見制度の申立件数は347件

であり、制度の利用者数と同様に後見の割合が高く、その他の類型は低い状況にあ

ります。

〈資料〉札幌家庭裁判所（概数）

任意後見
45 人
（1.7%）

補助
118 人
（4.3%）

保佐
570 人
（20.9%）

後見
1,990 人
（73.1%）

※　2020 年 4月 1日時点で管理継続中の本人数

任意後見
8件

（2.3%）

補助
19 件
（5.5%）

保佐
88 件

（25.4%）

後見
232 件
（66.8%）

※　2019 年に後見等開始審判がなされたもののうち、
　　2020 年 4月 1日時点で管理継続中の事案
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⑶　札幌市の認知症高齢者の状況
　札幌市の要介護等認定者に占める認知症高齢者（「認知症高齢者の日常生活自

立度（※）」Ⅱ以上の高齢者）は、2020年（令和2年）10月１日時点で59,098人で

あり、高齢者のおよそ９人に１人が認知症という状況です。

　また、高齢化の進行に伴い、認知症高齢者は年々増加していくことが見込まれ、

2040年（令和22年）には、高齢者のおよそ７人に１人が認知症という状況になる可

能性があります。

　要介護等認定を受けている人のうち、主治医意見書に記載されている「認知症

高齢者の日常生活自立度」がⅡ以上の人を認知症高齢者としています。

・日常生活自立度Ⅰ…

・日常生活自立度Ⅱ…

・日常生活自立度Ⅲ…

・日常生活自立度Ⅳ…

・日常生活自立度M…

何らかの認知症を有するが、日常生活は家庭内及び社会

的にほぼ独立している状態

日常生活に支障をきたすような症状・行動や意思疎通の

困難さが多少見られても、誰かが注意していれば自立で

きる状態

日常生活に支障をきたすような症状・行動や意思疎通の

困難さが見られ、介護を必要とする状態

日常生活に支障をきたすような症状・行動や意思疎通の

困難さが頻繁に見られ、常に介護を必要とする状態

著しい精神症状や問題行動あるいは重篤な身体疾患が

見られ、専門医療を必要とする状態

認知症高齢者の考え方

※「認知症高齢者の日常生活自立度」とは、介護保険制度の要介護等認定で用いる指標のひとつです。この指標は、

認知症高齢者の日常生活における自立度を客観的かつ短時間で判断できるように作成されたもので、自立、Ⅰ、

Ⅱa、Ⅱb、Ⅲa、Ⅲb、Ⅳ、Mの８段階があり、それぞれ判断基準が定められています。
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・札幌市の認知症高齢者数及び高齢者人口に占める割合の将来見通し

〈資料〉札幌市（各年10月１日時点）

〈資料〉札幌市（2020年10月１日時点）

高齢者人口に占める認知症高齢者の割合
認知症高齢者数（認知症日常生活自立度Ⅱ以上）

0

20,000人

40,000人

60,000人

80,000人

100,000人

120,000人

0%

2%

4%

6%

8%

10%

12%

14%

16%

2040年度2035年度2030年度2025年度2020年度

59,098

68,065

84,385

96,798

105,594

10.9%
11.9%

13.6%

14.9% 15.3%

・札幌市の高齢者人口に占める認知症高齢者の割合（年齢別）

　なお、札幌市の高齢者人口に占める認知症高齢者の割合は、65歳から69歳の

場合は1.3%ですが、年齢が高くなるほど上昇、90歳以上では52.8％に達し、およ

そ２人に１人が認知症という状況です。

年齢区分

割合

65歳～ 69歳 70歳～ 74歳 75歳～ 79歳 80歳～ 84歳 85歳～ 89歳 90歳以上

1.3％ 3.0％ 6.8％ 15.5％ 30.6％ 52.5％
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・札幌市の高齢単身世帯数及び一般世帯数に占める割合の将来見通し

〈資料〉札幌市（各年10月１日時点）

⑷　札幌市の高齢単身世帯の状況
　札幌市における高齢単身世帯数は年々増加しており、一般世帯数に占める割合は、

2025年には14.5％となり、おおむね７世帯に１世帯が高齢単身世帯となることが

見込まれています。

一般世帯数に占める高齢単身世帯数の割合

高齢単身世帯数

2035年2030年2025年2020年2015年2010年2005年

62

82

105

127

142

157
171

7.4%

9.3%

11.4%

13.2%

14.5%

15.9%

17.4%

（※ 2020 年以降は推計値）

（千世帯）

0

20
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100
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140

160
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200

0.0%
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16.0%

18.0%
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・札幌市の療育手帳所持者の障がい程度別推移

・札幌市の精神障害者保健福祉手帳所持者の障がい程度別推移

〈資料〉札幌市（各年３月31日時点）

〈資料〉札幌市（各年３月31日時点）

⑸　札幌市の知的障がい者及び精神障がい者の状況
　札幌市の療育手帳及び精神障害者保健福祉手帳の所持者数は年々増加していま

す。

Ｂー（軽度）Ｂ（中度）Ａ（重度）

0

5,000

10,000

15,000

20,000

2020 年2019 年2018 年2017 年2016 年

5,622 5,788 5,870 5,974 6,083

3,784 3,836 3,943 4,032 4,108

7,260

16,666 17,375 18,041 18,772 19,416

7,751 8,228 8,716 9,225

（人）

3級2級1級

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

2020 年2019 年2018 年2017 年2016 年
1,399 1,365 1,362 1,397 1,460

12,652 13,079 13,500 13,981 14,484

9,664 10,344 11,164 11,960
12,95123,715 24,788 26,026 27,338
28,895

（人）

18

第２章　計画策定の背景



・札幌市の市民後見人候補者名簿の登録者数の推移

ア　市民後見推進事業
　札幌市では、認知症高齢者等の増加に伴う成年後見制度の需要に対応するた

め、2014年度（平成26年度）から、弁護士、司法書士、社会福祉士等の専門職以

外の市民が成年後見人等として活動する「市民後見人」を養成するとともに、市民

後見人候補者を家庭裁判所に推薦する取組を行っています。

⑹　成年後見制度に関する事業の現状

〈資料〉札幌市（各年４月１日時点）

・札幌市の市民後見人の受任件数（累計）

　また、札幌市では、１人の成年被後見人等に２人の市民後見人が就任して後見

業務を実施しています。これは、市民後見人相互で協力しながら本人を支援する

ことや、より多くの後見活動経験者を輩出するだけでなく、相互牽制による不正防

止を図る点で有効です。

　なお、市民後見人による受任件数は年々増加しています。

0

20

40

60

80

100

2020年2019年2018年2017年2016年

99

86
79

65
74

(人)

※札幌市では、市民後見人候補者養成年度の翌４月１日を基準として名簿に登録しています。なお、2016

年度は受任件数が少ないことを考慮して、養成を実施していません。

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

1 件 6 件 10 件 15 件 20 件
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・札幌市の市長申立件数の類型別推移

・札幌市の申立費用及び報酬助成の実施件数の推移

イ　成年後見制度利用支援事業
　札幌市に居住する身寄りのない認知症や知的障がい、その他精神上の障がい

などによって判断能力が十分ではない人の身上保護や財産管理等を行う必要が

ある場合、市長が家庭裁判所に対して成年後見等開始の審判を申立てることが

でき、その申立てに係る費用や成年後見人等の報酬を助成しています。

　なお、市長申立件数等は、2016年度（平成28年度）から増加傾向にあります。

〈資料〉札幌市

精神障がい者知的障がい者認知症高齢者
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報酬助成の実施件数申立費用助成の実施件数
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・日常生活自立支援事業の各年度の実契約件数

ウ　日常生活自立支援事業
　札幌市社会福祉協議会では、判断能力が不十分なため、日常生活を送るうえで

支障がある人に、福祉サービスの利用援助や金銭管理サービスなどを行っており、

札幌市ではその活動を支援しています。

　なお、日常生活自立支援事業の実契約件数については、200件程度で推移し

ています。

〈資料〉札幌市社会福祉協議会（各年度末日時点） 

0

50

100

150

200

250

2019 年度2018 年度2017 年度2016 年度2015 年度

(実契約件数)

228 225
213 206 205
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ア　成年後見制度の認知度

イ　成年後見制度の利用意向

　成年後見制度について、「名称だけではなく制度の内容も知っていた」と回答し

た市民は約３割です。一方、「制度の名称は知っていたが、制度の内容は詳しく知

らなかった」「制度の名称のみ知っていた」「知らなかった」と回答した市民を合わ

せると約７割にのぼります。

　将来的に自分自身の判断能力が不十分となった場合に、成年後見制度を「利用

したいと思う」と回答した市民は約３割となっています。

　成年後見制度に関する市民意識を把握し、現状の課題等を整理することを目的と

して、2018年（平成30年）12月、無作為抽出した札幌市民5,000人（満18歳以上

の男女）を対象に市民意識調査を実施しました。

　なお、調査票の回収数は2,394通であり、回収率は47.9％でした。

⑺　成年後見制度に関する市民意識

制度の名称だけで
はなく、制度の内容
も知っていた
26.8%

制度の名称は知って
いたが、制度の内容は
詳しく知らなかった

38.3%

制度の名称のみ
知っていた
9.9%

知らなかった
23.4%

無回答
1.5%

対象者全体（N=2,394）

成年後見制度の認知度別分類
「制度の名称だけではなく、制度の内容も知っていた」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⇒成年後見制度の内容を知っていた人……26.8％

「制度の名称は知っていたが、制度の内容は詳しく知らなかった」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⇒成年後見制度の内容を詳しく知らなかった人……38.3％

「制度の名称のみ知っていた」＋「知らなかった」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⇒成年後見制度の内容を知らなかった人……33.3％

無回答
2.3%

わからない
47.7% 利用したいとは

思わない
17.8%

利用したいと思う
32.2%

対象者全体（N=2,394）
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ウ　親族後見人としての活動意向
　親族の判断能力が不十分となった場合、親族後見人となって「支援することに

抵抗はない」と回答した市民は約５割を占めています。

　また、成年後見制度の内容を知っていた人のうち、「支援することに抵抗はな

い」と回答した市民は約６割であるのに対し、制度の内容を知らなかった人の同

回答は約４割となっています。

　また、成年後見制度の内容を知っていた人のうち、当該制度を「利用したいと思

う」と回答した市民は約５割であるのに対し、制度の内容を知らなかった人の同

回答は約２割となっています。

成年後見制度の内容を
知らなかった人（N=799）

成年後見制度の内容を詳しく
知らなかった人（N=916）

成年後見制度の内容を
知っていた人（N=642）

成年後見制度の
利用意向調査結果

無回答わからない
利用したい
と思わない利用したいと思う

1.7%

2.3%

1.1%

1.6%

34.4%

47.7%

45.3%

62.6%

17.9%

17.8%

19.8%

15.6%

46.0%

32.2%

33.8%

20.2%

【
認
知
度
別
回
答
】

対象者全体（N=2,394）無回答
4.2%

わからない
28.0%

支援することに
抵抗がある
19.8%

支援することに
抵抗はない
48.0%

成年後見制度の内容を
知らなかった（N=799）

成年後見制度の内容を詳しく
知らなかった人（N=916）

成年後見制度の内容を
知っていた人（N=642）

親族後見人としての
活動意向調査結果

【
認
知
度
別
回
答
】

無回答わからない抵抗がある支援することに抵抗はない

48.0%

61.4%

49.7%

36.8%

19.8%

19.0%

20.6%

20.0%

28.0%

15.6%

27.1%

38.9%

4.2%

4.0%

2.6%

4.3%
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　なお、親族後見人となって支援することに「抵抗がある」「わからない」と回答し

た方に理由をお聞きしたところ、「財産管理や契約行為を行うための知識や経験

がないから」が最も高く、次いで「財産管理や契約行為を行うことに重い責任を感

じるから」となっています。

0 10 20 30 40 50

無回答

特に理由はない

その他

財産管理や契約行為に
手間がかかりそうだから

自分一人で財産管理などを
行うことに不安を感じるから

制度の内容などがよくわからないから

財産管理や契約行為を行うことに
よりトラブルに遭いそうだから

財産管理や契約行為を行うことに
重い責任を感じるから

財産管理や契約行為を行うための
知識や経験がないから

（%）

47.6

45.3

40.0

38.0

37.4

24.4

3.5

6.7

2.6 対象者全体（N=1,145）
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エ　成年後見制度の利用促進のために重要なこと
　当該制度が利用しやすくなるために、市民が重要であると考えていることは、

「制度利用の方法などに関して身近な相談窓口があること」などの割合が高く

なっています。 

（%）

対象者全体（N=2,394）無回答

わからない

その他

弁護士などの専門職だけでなく、市民
後見人による支援体制が充実すること

成年後見人制度を利用するための費用
に対する助成制度などが充実すること

後見活動で法的な問題が生じた場合、
弁護士などによる助言が得られる体制

が整備されること

本人の能力や生活状況を踏まえ、
適切な後見人が選任されること

後見人と医療・介護の関係者などが
協力して、本人を支援する体制が整備

されること

制度内容を知る機会が充実すること
（パンフレットや説明会など）

制度を利用するための手続きなどの
複雑さが解消されること

財産の横領などの不正が行われない
ような仕組みがあること

制度利用の方法などに関して、身近な
相談窓口があること

0 10 20 30 40 50 60

55.9

54.5

52.5

52.0

43.1

18.5

1.8

5.5

5.1

42.3

37.3

35.5
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　札幌市における成年後見制度の利用状況や、市民意識調査の結果から見えてくる主

な課題は以下のとおりと考えられます。

3 成年後見制度に関する課題

【課題１】成年後見制度が十分に活用されていない

　成年後見制度の利用者となりうる認知症高齢者は、2020年（令和２年）４月

１日時点で58,783人おり、また、同年３月31日時点の知的障がい者は19,416人、

精神障がい者は28,895人います。一方、成年後見制度の利用者は同年４月１日

時点で2,723人にとどまり、全国的な利用状況と同様に、制度が十分に活用され

ているとは言えないため、権利擁護支援を必要とする人を発見・支援につなげる

体制を整備する必要があります。

【課題２】保佐、補助及び任意後見の利用割合が低い

　全国的な成年後見制度の各類型の利用割合と同様、札幌市においても後見の

利用割合が約８割を占め、その他の類型の利用割合が低い状況であるため、利用

者の能力に応じたきめ細やかな対応や、利用者の自発的意思を反映させていく必

要があります。

【課題３】成年後見制度が市民に知られていない

　成年後見制度の内容を知っていたと回答した市民は約3割にとどまり、認知度

が低い状況です。また、認知度が上がることで制度の利用意向が高まるとともに、

親族後見人として支援することへの抵抗もなくなるものと考えられることから、

広報・啓発活動を実施していく必要があります。

【課題４】成年後見制度に関する相談支援体制が整備されていない

　親族後見人となり支援することに抵抗がある理由に「財産管理等を行う知識や

経験がない・重い責任を感じる」と回答した市民が多く、また、制度利用の方法な

どに関して身近な相談窓口の設置が市民から求められていることから、当該制度

に関する相談支援体制を整備する必要があります。 

成年後見制度の利用状況における課題

市民意識調査により把握した課題
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